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The Process of Establishing the Liberated Zone in Laos:
Focusing on Changes in the Strategy of the Pathet Lao
toward the Kingdom of Laos and the DRV in the 1950s
NAMBA Seitaro*
Abstract
This paper aims to analyze the process of establishing the liberated zone in Laos, focusing on
changes in the strategy of the Pathet Lao (PL) toward the Kingdom of Laos (KL) and the
Democratic Republic of Vietnam (DRV).
The PL, established in Vietnam in 1950, kept changing its strategy for the first decade. The
main strategies tried by the PL were as follows. First, for the initial four years the PL tried to gain
bases with the military assistance of the DRV but could not return to Laos. Second, in the assem-
bly area provided by the Geneva Agreements of 1954, the PL expelled the KLʼs forces and estab-
lished the one-party system of the Lao Peopleʼs Party. However, despite the economic and political
assistance of the DRV, the PL could not afford to sustain the system. Third, the PL handed over
the assembly area to the KL when it established the coalition government in 1957. It followed that
the PL was forced to move to Vietnam when the coalition collapsed. Thereafter, while the PL
engaged in a large military action with the DRV, it could not gain firm bases for more than a year.
The PL conquered Samnuea Province in 1960 and named it the liberated zone. The strategy
advocated at that time reflected the above experiences. Its points were as follows. One, the PL
rethought its strategy of depending heavily on the DRV and put much value on self-reliance. Two,
the PL recognized its own military weakness and started a dialogue with the KL. Three, the PL
agreed to reestablish the coalition government but did not agree to renounce the liberated zone.
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は じ め に
ラオスの現在の政治体制は一党支配体制である。現存する政党は，インドシナ共産党から派
生して第 1次インドシナ戦争停戦後の 1955 年 3 月に結成されたラオス人民革命党のみである。
そして，同党の一党支配政党としての地位は，憲法で保障されている｡1)
しかし，ラオスにおける人民革命党の一党支配体制の成立過程は十分に解明されていない。
通説的には，第 2次インドシナ戦争終結後の 1975 年 12 月 1 日にラオス王国国王が退位し，翌
2日にラオス人民民主共和国が成立したことをもって，人民革命党が国家権力を独占したと理
解される。ところが，いくつかの先行研究では，発足当時の人民民主共和国政府が旧体制側の
人材を積極的に登用していたことが指摘されてきた [Stuart-Fox 2002: 191; 瀬戸 2015: 123,
127]。また，1980 年代半ばの時点においても，党員がその身分を明かすことは制限されてい

















1 ) 1991 年に公布された人民民主共和国最初の憲法では，人民革命党が「指導的中核」となって政治体
制を運営すると規定している (第 3条) [SPS 1991: 1]。この条文は，2003 年と 2015 年の 2度の憲
法改定においても変更されなかった [CTL 2016: 3]。
2 ) そうした民族解放史観は，例えば憲法前文において顕著である [CTL 2016: 1-2]。



























しては，1940 年代半ばとする説 [KTW 2000: 744]，1950 年代初頭とする説 [Dommen 1971:
78] などが存在し，統一見解は存在しない。また，1954 年のジュネーブ協定によって「パ
3 ) 党中央会議は，現在では党中央委員会総会と名称を変えている。
4 ) この事実を明らかにした管見の限りで最も古い公刊物は，1997 年にシーサナ・シサーン政治局員
(当時) を中心とする党中央理論・実践研究指導委員会によって編纂された『ラオス人民革命党史
の概略』である [KSKTPSP 1997: 145]。






[KTW 2000: 801; Stuart-Fox 1997: 86]，それと人民革命党の解放区との関係性は十分検討され
ていない。ザスロフらの研究は 1960 年代半ば以降の現地調査に基づくものであり，1960 年代
半ば以前の解放区の実態に関して実証的な分析を行っていない。党自身は，1940 年代半ばに


















呼称を意味するラオス語である。先行研究では，1945 年 10 月 12 日に植民地主義からのラオ
スの独立を宣言したラオ・イサラ (自由ラオス) 政府が最初にその言葉を用いたことなどが指
摘されてきたが，9) その後，いつどのようにして人民革命党を含む勢力の名称として使われる
6 ) 人民革命党の認識を分析する上で，本稿では党中央会議決議を重視する。資料としては，1955 年の
結党から 1972 年の第 2回党大会までに採択された 17 の決議を，党自身が新たに集成し，2010 年に





されたのは 1968 年だった [Langer and Zasloff 1968: 122]。
8 ) そうした組織には，ラオス女性同盟，ラオス青年同盟などが存在する。自由ラオス戦線は 1956 年
にラオス愛国戦線，1975 年にラオス建国戦線に改称した。
↗9 ) こうした歴史認識に基づきパテート・ラオの歴史を叙述した最も代表的なものは，ラオス人歴史家







関係」は一方的な支援と被支援の関係であることを論じた [Langer and Zasloff 1968; 1969]。
そして，後年，ザスロフはこうした人民革命党の依存体質を，「見習い革命家」と表現するよ
うになった [Brown and Zasloff 1986]｡11) しかし，両党が「特別な関係」という言葉を用いる

















のシラー・ウィラウォンによる『1945 年 10 月 12 日の歴史』であろう[Wilawong 1975]。また，現
政府は 10 月 12 日を独立記念日に指定している。
↘
10) 矢野順子は，「パテート・ラオ」が具体的に何を指すかは不明であると断ったうえで，「ラオス革命
勢力の総称」としてその語を用いている [矢野 2013: 214]。
11) グラント・エヴァンスは，人民革命党の「見習い革命家」としての体質は，冷戦崩壊後の 1990 年
代半ば以降においても継続していたと論じている [Evans 2000]。
12) 古田元夫は，ベトナム側の資料の分析から，「特別な関係」という言葉は 1960 年代半ばに主に人民
革命党の側から用いられるようになったと指摘している [古田 1991: 597]。人民革命党の中央会議
決議においても，両党の関係が「特別な」という表現で言及されるようになったのは 1960 年代半






















い勢力が存在した [Stuart-Fox 1997: 61]。また，国外においても，その独立への支持を表明
したのはベトナム民主共和国 (以下，民主共和国) のみだった [Wilawong 1975: 28]。そのた
め，民主共和国が 1946 年 3 月 6 日にフランスとの暫定協定を締結してフランス連合内での独
立を目指し始めると，ラオ・イサラ政府もフランスが支持するシーサワーンウォンの立憲君主
としての擁立を模索するようになった [ibid.: 44-46]。ところが，その交渉は進まず戦況はさ
らに悪化し，1946 年 5 月，ラオ・イサラ政府はタイのバンコクへと亡命した。
ラオ・イサラ政府は，亡命政府となることで辛くも存続したが，次第に内部分裂が深刻化し
13) ラオ・イサラ政府は「パテート・ラオ」を国号に採用する考えをもっていなかったと推察される。
ラオ・イサラ政府の中心人物であったペッサラートが 1945 年 10 月 4 日にラオスの統一と独立の方
針をまとめた文書では，「ラオス王国」が国号に採用されている [Deuve 2000: 302]。スチュアー
ト・フォックスは，「パテート・ラオ (ラオス人の国)」の樹立を宣言した最初の勢力としてラオ・
イサラ政府を高く評価するが [Stuart-Fox 1997: 62]，その言葉が実際に最初に使われたのは 1950
年のネオ・ラオ・イサラの設立集会だったと指摘している [Stuart-Fox and Kooyman 2008: 249]。


























調していた [DNCL and DCVN 2012a: 57, 60]。
ラオ・イサラ亡命政府の解散が発表されると，民主共和国はその流れを継承する新たなラオ
14) 例えば，1945 年 5 月にラオ・ペン・ラオ (ラオス人のためのラオス) 委員会を組織して国内外の諸
勢力の糾合を進めたボン・スワンナウォンがこのグループに含まれる。ボンは 1947 年公布のラオ
ス王国憲法の制定などに中心的役割を果たしたが，人民民主共和国成立後に政治キャンプへ送られ
てそこで死去した [Vongsouvan 1993: 304-309]。
15)「東部抗戦区」，「東部抗戦委員会」は，「東部解放区」，「東部解放委員会」と表記される場合もある
[KTW 2000: 744; DNCL and DCVN 2011: 140]。
16) ホー・チ・ミンは，ラオ・イサラ政府の亡命から 1年半後の 1948 年 4 月 15 日，ペッサラートに書
















2010: 413; KSKTPSP 1997: 67]，民主共和国からはトン・ドゥック・タン国会常任委員が参加













17) ラオ・イサラ亡命政府解散の翌月の 1949 年 11 月 10 日，民主共和国のタイ代表部から中央政府に
宛てて書簡が送付され，ベトナムでのホー・チ・ミンとスパーヌウォンらの面会が提案された
[DNCL and DCVN 2012a: 74]。
18) ラオ・イサラ亡命政府のカターイ・ドーンサソーリットは，1949 年 5 月 12 日に作成したスパーヌ
ウォンの辞意を承認する文書の中で，仏・越暫定協定がラオ・イサラ政府への通知なく締結された
ことに関するスパーヌウォンの非を責めている [Brown and Zasloff 1986: 351]。
19) 1950 年 1 月 23 日と 2 月 6 日には，スパーヌウォンからホー・チ・ミンに宛てて書簡が送付され，
一刻も早く面会したい旨が伝えられている [DNCL and DCVN 2012a: 75-76, 125]。
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た可能性も否定できない。抗戦政府は，遅くとも設立 2カ月後の 1950 年 10 月までにはソ連を
中心とする「民主主義陣営」への帰属を基本方針として固めていたが，20)「帝国主義者の力は，
ラオスを侵略し，全世界の人民を攻撃するほどまでには十分ではない」という楽観的認識の下
で，抗仏闘争を当面の課題とし，抗米方針を前面に出してはいなかった [ibid.: 166, 168]。そ




として各国の裁量に委ねられた [ibid.: 176-177]。また，この会合の主な議題は 3カ国の民族
統一戦線の連合による「インドシナ 3国民族統一戦線」の樹立に関してであったが，それが合
意されることはなかった。その理由は明らかにされていないが，それから 4カ月後の 1951 年
3 月 12 日にその樹立が合意された時の共同声明では，「フランス植民地主義者とアメリカ干渉
主義者は，ベトナム，カンボジア，ラオスの 3国に侵略しようとしている」などとして，アメ
リカがインドシナ全体にとって直接的な脅威になっているとの認識が強調されるようになって
いた [ibid.: 271]｡21) 抗戦政府と民主共和国の抗米共闘の方針は，約半年をかけて摺り合わさ
れていったと考えられるだろう。
抗戦政府と民主共和国の間に方針の不一致があったとしても，それは抗戦政府内部の混乱を
考えれば，当然のことだったといえるだろう。抗戦政府の設立は 1950 年 8 月に行われたが，
それは十分な政策的議論の末に達成されたものではなかった。上記のような外交方針を含めて，
詳しい方針の決定にはその後約 2カ月を要している。その間，抗戦政府の幹部約 40名は森深




するとした [DNCL and DCVN 2012a: 164, 170]。
21) この共同声明において，「アメリカ干渉主義者 (bon can thiep My)」という表現が使われているこ
とには注意が必要である。このベトナム語文献を翻訳したラオス語版の文献では「アメリカ帝国主
義の干渉主義者 (chakkaphat America phu saeksaeng)」となっているが，これは誤訳だといえる
[PKV and PPPL 2012: 380]。アメリカを敵視するのは，あくまでもそれがインドシナに実害をもた
らしているためであり，そのイデオロギーのためではないと，認識されていたのではないだろうか。
22) 1950 年 9 月 21 日にスパーヌウォンからホー・チ・ミンに送付された書簡の中で，連絡役としての
グエン・カンの派遣と，40 人分の物資の提供が要請されている [DNCL and DCVN 2012a: 162-
163]。
23) この時に制定された国章，国歌，国旗がどういったものであったのかについては，筆者が依拠した







ラの中央委員会の構成であった。1950 年 8 月の時点では，スパーヌウォン (主席)，シンカ
ポ・シコートチュンナマニー (副主席)，プーミー・ウォンウィチット (委員) というラオ・
イサラ政府との繋がりが比較的深かった人物 3名を選出したが [ibid.: 150]，その後も調整は
続けられ，2 カ月後の 10 月の時点でも正式決定には至っていなかった｡25) 最終的には，ス
パーヌウォンの主席の座は変わらず，副主席には少数民族の代表 2名，ファイダーン・ロービ
アヤーオ (モン族)，シートン・コムマダム (ロベン族) が据えられた [KKSNLSS 2010: 415]。
議論の内実は不明であるが，ラオ・イサラ政府の系譜を重視するか，ラオスの諸民族の連合と
しての性格を重視するか，といった問題が議論されたものと推察される。
その後，抗戦政府が 1 つの活動拠点に集住し，安定した活動の基盤を整えることは 1950 年
代前半には実現しなかった。抗戦政府設立から半年も経たずに，その活動家は全国各地に分散
し，主に 4つの地域に分かれて活動を展開するようになった [ibid.: 422; KPL 2009: 69]。抗戦












24)「ラオス国民会議」に関して現時点で入手できている資料は，[DNCL and DCVN 2012a]に所収のベ
トナム共産党中央官房文書保存局所蔵のベトナム語資料である。この資料には，抗戦政府が政権を
握る国家の国号として“Nuoc Ai Lao (ラオス国)”が採用されたと記されている [ibid.: 169]。原
文はラオス語だったと思われるが，公開されていない。
25) 1950 年 10 月の抗戦政府の会合では，早急に取り組むべき課題の 1 つとして，全国のネオ・ラオ・
イサラ組織の統一と中央委員会の設立が挙げられている [DNCL and DCVN 2012a: 171]。
26) 1953 年半ばの時点で，ラオス北部には 2つの中隊と 3つの分隊が存在するのみだった [DNCL and
DCVN 2011: 304]。
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II 集結地における一党支配の実験
1954 年 7 月 21 日，ジュネーブ会議において，第 1次インドシナ戦争の停戦と，インドシナ
3 国それぞれの民族和解の方法が合意された。抗戦政府はその会議への参加は認められず，27)
民主共和国の代表団がそれに代わって議論に参加したが，この会議は抗戦政府にとっても一定




















27) ジュネーブ会議参加国を巡る問題については [寺地 2014: 78-81] を参照されたい。
28)「集結地」という言葉は，現在ではラオスの国内外で一般的に使用される。しかし，1950 年代半ば
当時，抗戦政府や民主共和国がこの言葉を使用することは稀で，多くの場合は「サムヌアとポンサ


































点において，ラオス北部には 2 つの中隊と 3 つの分隊が存在するのみであった [DNCL and
DCVN 2011: 304]。集結地には全国各地から 9,138 人もの勢力が集まっており，その中から
29) 集結地の規模に関する民主共和国の方針に関しては，[福田 2006: 56-71] にも詳しい。
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7,267 人が選抜されて 11 の大隊などに編成された [KPL 2009: 125]。
次に，ラオス王国政府側の行政官の集結地からの強制排除と，抗戦政府が管理する独自の行
政区分の導入が行われた。王国政府は，集結地の行政機関に「交戦中に王国勢力を支持しな
かったラオス国民の勢力の特別な代表」を置くことを宣言していたが [Young 1968: 41]，集
結地での王国側の勢力の扱いについては明らかにしておらず，集結地には王国側の人間も残さ
れていた。抗戦政府は，停戦直後の 1954 年 8 月頃には集結地からの王国側勢力の強制排除を
開始し，特にフアパン県南東部のソーイ郡とサムタイ郡では郡長を含む王国政府の行政幹部，
合計 998名を県外などに追放した [KWPKKPPL 2008: 313]。それがおおむね完了すると，抗
戦政府は 1955 年 2 月にフアパン県を 3 つ，ポンサリー県を 2 つの地区に分割することを決定
し，それぞれに軍隊を配備した [DNCL and DCVN 2011: 358-360; KPL 2009: 135]。































べきと考えられていた。労働党はジュネーブ会議閉会後の 1954 年 8 月 10 日，100部隊という
軍事顧問団をフアパン県の人民党本部へ派遣した。上記のようなパテート・ラオの軍備強化の





創設 13 日前の 1955 年 3 月 9 日，労働党は，1953 年の軍事作戦の際に派遣していた部隊を
「ラオス幹事会」として再編し，各分野の専門家として 4名の委員を人民党本部に派遣し，フ
アパンとポンサリーの各県にも 1 人ずつの委員を配置している｡31) 併せて，ラオス中部には
「カムムアン県幹事会」を，ラオス南部には「下ラオス幹事会」を設置し，それぞれに 5〜6名
の委員を配置した [DNCL and DCVN 2011: 365]。その約 2週間後に行われた人民党の設立集











イ・マン (軍事顧問団長)，マイ・コン (フアパン県担当)，マイ・ヴァン・クアン (ポンサリー県
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は，カムムアン県とその北のビエンチャン県南部のいくつかの郡を統合し，連郡という王国に
はない独自の行政区分を導入して 90連郡と名付け，連郡長 1名と委員 3名から成る行政機関
を配置した｡33) 90連郡設立と南ベトナム戦略との直接的な連関を示す資料は入手できていな
いが，この時期には既に労働党が南ベトナム工作を重要課題の 1つに挙げるようになっていた
ことは事実である｡34) 1955 年初頭の時点ではカムムアン県全土で 200名以上の人員が民主共















1 年半が経過した 1956 年初め，ラオス王国との政治交渉を本格的に開始した。政治交渉を進
議ではフアパン県を含む北東部と共に集結地として確保することが目指されており，ジュネーブ会
議中の 1954 年 7 月 5 日，中国の柳州でホー・チ・ミンと周恩来が会談し，集結地としてはフアパ
ン県等の北東部と並んで「12 号線の北」つまりカムムアンが重要であるとの見解で一致していた
[Bo Ngoai giao 1976: 146-147]。ジュネーブ協定締結後の北東部への集結の過程では，カムムアン
から国境を越え，北ベトナムを経由して移動する者がいた [Sitthisai 2009: 16-24]。
↘
33) 90連郡は，第 4区として管理されていたカムムアン県と同じく第 5区のビエンチャン都の一部を統
合したものだった。名称は，その区の名称をもじって付けられた (4+5=9) [KKNCPPKB 2009:
92; KPPL 2012: 240]。





35) ベトナムの国道 217 号線は，1956 年 8 月までに建設が完了したのは，計画された全長 91 km のう
ち 17 kmのみであった [DNCL and DCVN 2012b: 9]。
36) イリヤ・V・ガイドゥークは，ソ連がラオスにおける連合政府の早期樹立を望み，民主共和国を通






























立があったと指摘されてきたが，その推論は十分実証されてはいない [Brown and Zasloff 1986:
150; Stuart-Fox 1997: 108]。一方，クリストファー・E・ゴーシャは，パテート・ラオと民主共和国
は当初から連合政府樹立の可能性に否定的ではなかったとしているが，連合政府樹立の際になぜ集
結地は放棄されなくてはならなかったのかという疑問には答えていない [Goscha 2010: 83]。






























7カ月後の 1958 年 5 月，国民議会補欠選挙が実施され，全 72議席中 21議席が争われた。愛
国戦線は選挙協力を結んだ平和中立党と併せて過半数の 13議席を獲得し，勝利を宣言した。









れも失うことになった。きっかけとなったのは，ラオス中部サワンナケート県で 1958 年 12 月
15 日に発生した民主共和国との国境紛争だった。この事件は，南・北ベトナムの軍事境界線
であった北緯 17度線付近の緩衝地帯とラオスの国境付近において，人民軍がラオスの国境警







を決定する。プイ首相の非常大権獲得から 2週間後の 1959 年 1 月 30 日，労働党は人民党に対
して，党幹部，特にカイソーンの「根拠地」への撤退を提案している [DNCL and DCVN
2011: 436]。それと前後して人民党はビエンチャンで会合を開いて方針を協議し始め，4 月に





不信感が背景にあったことは確かであろう。プイ政権成立後の 1958 年 11 月，労働党は第 14回中
央委員会総会において，「ラオスではアメリカ帝国の露骨な干渉と破壊により連合政府はもはや残
されていない」との認識を示している [DCVN 2004a: 441-442]。そして，国境紛争 2 日前の 12 月
13 日には書記局指示 120 号を採択し，「プイ・サナニコーン政権成立以降，アメリカとその手先は
パテート・ラオ幹部に対する恐怖政治とラオス革命の基礎の破壊に力を入れている」として，ラオ




39) 愛国戦線のビエンチャンでの集会を取り締まる王国軍指令 41K. F. D2 が出された [KWPKKPPL
2008: 400]。
40) プーミー・ウォンウィチットの回想録には，プイ首相の非常大権を巡る国会の紛糾した様子が記さ
れている [Wongwichit 1987: 106-108]。
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90連郡に身を隠した後，国境を越えて北ベトナムへ入り，その後ハノイ近郊へ移ったと推察
される｡41) 以後，カイソーンは 5月，7 月と連続して労働党政治局と会談している [CPV and








民主共和国の西北区と第 4軍区において 2つの大隊，各 300名の養成を行うという具体的計画














後に党最高幹部の 1 人となるカムタイ・シーパンドーンに迎えられ，国道 13 号線を車で北上し，
パークカディンまで行き，そこから「根拠地」へ移ったという [Sisane 1991: 36-37]。パークカ
ディンは 90連郡に程近い場所だった。
42) フアパン県党委員会書記であったシーサワート・ケーオブンパンは，ビエンチャンからハノイへ向
かう途中でスパーヌウォンらの逮捕 (7 月 28 日) の知らせを聞き，その後ハノイでカイソーン，カ
ムタイ，サーリー・ウォンカムサーオ，シーソムポーン・ローワンサイに合流したと回想している
[Kaeobunphan 2013: 103, 110]。
43)「ラオス武装闘争計画草稿」に関して，[DNCL and DCVN 2011: 438-439] では記述が大幅に省略さ








が失敗すれば 1959 年冬季 (12 月頃) に開始し，それが成功すればその再訓練が完了し次第開
始すると計画された [PKV and PPPL 2011: 569-570]。そして，「草稿」作成の 2 日後の 5 月
13 日，ビエンチャンのスパーヌウォンはジュネーブ会議の国際監視・管理委員会に対して，
第 2 大隊が王国軍の中で抑圧を受けていることを書簡で訴えた [CPV and LPRP 2012: 364]。
その 5 日後の 18 日，第 2 大隊はシェンクワーンの基地からの逃亡を開始し，6 月 2 日にシェ
ンクワーン県東部のベトナム・ゲアン省との国境の町・カイカンに到達した [ibid.: 365]。そ







[DNCL and DCVN 2011: 572]，遅くとも，人民党が 1 号決議を採択した翌月の 7 月 2 日に開
かれた政治局の会合までには，ラオスでは武装闘争を主とすべきと認識するようになってい
た｡45) そして，7 月 3 日にカイソーンらとの会談を再び行うと，46) その 3 日後に 2 つの書記局
決議 (78，79 号) を採択した。これらの決議は，人民軍総司令官であるヴォー・グエン・
ザップ政治局員をトップとする中央委員会付属ラオス工作委員会 (CP31) と同委員会付属西
方工作部隊 (959部隊) の設立を決定するものであった [DNCL and DCVN 2012b: 33-36]。さ
らに，7 月 11 日には書記局指示 147 号が採択され，ラオス北東部と国境を接する旧第 4連区
それを集結させることができればある程度の兵力が確保できたと推察されるからである。王国政府
との間ではパテート・ラオの勢力，約 6,000 人が復員して各人の故郷に帰還することが合意され，連
合政府発足直後の 1957 年 12 月から翌年 1 月にかけて 3度に分けて帰還が行われた [KWPKKPPL
2008: 382, 385]。復員した者たちは公式には民間人となったが，実際には依然としてパテート・ラ
オの指揮下に置かれており，例えばビエンチャンでプイ政権が発足した直後の 1958 年 8 月 28 日に
は人民党から全国各地へと，政権への警戒と「状況の悪化への備え」が指示されている [DNCL
and DCVN 2011: 431-432]。また，民主共和国の支援で設立された「越北文化学校」でベトナム語
や一般教養を学習するために派遣された者も数百人存在した [KPPL 2011: 172]。そのカリキュラ
ムは連合政府発足前の 1956 年 12 月から 2年であり，その後さらに数年間，ハノイの学校などで専
門的な教育を受ける者もいた [Sitthisai 2009: 27]。
↘
45) 労働党政治局の 7月 2 日の会合では「ラオス革命の当面の任務は変わらない。しかし，新たな状況
の下では，闘争の策略は，公然とした合法的闘争を主とするものから，武装闘争を主とするものへ
転換しなくてはならない。同時に，他の闘争形態も結合する」とされ，パテート・ラオの第 2大隊
を 3つの大隊 (各 200名) に再編することが決められた [DNCL and DCVN 2011: 446-447]。
46) この会談の詳細は明らかにされていない [CPV and LPRP 2012: 370]。




















5月 19 日に自宅軟禁状態に置かれ，49) 軍事作戦開始後の 7月 26 日に一斉に検挙・投獄されて
いた。さらには，8 月 26 日には米軍が王国政府への「緊急支援」を行うことが決定された。民
主共和国はその後も介入の証拠を残さないように慎重を期しながら作戦を継続していたが，50)
47) ハティン，クアンビン，ヴィンリンの各省には特別な機関は設置せず，省委員会と省行政委員会が
主導するとされた [DCVN 2004b: 586-589]。
48) 作戦は，次の 3つのルートから行うと計画されたと言われる。①フアパン県南部からシェンクワー
ン県南東部に至るルート，②フアパン県南部からポンサリー，ルアンパバーンの両県へ至るルート，




れたという [CPV and LPRP 2012: 371-372; KPPL 2011: 177]。
49) 5 月 19 日，スパーヌウォン，ヌーハック，プーミー・ウォンウィチットの 3名の自宅に警官が配備さ
れた [Wongwichit 1987: 110-111]。党幹部の 1人であったシーサナ・シサーンによれば，ビエンチャ
ンの幹部の安全を危惧して 1号決議採択に反対する声も党内にあったという [Sisane 1991: 37-38]。
50) 人民軍は 9 月 3 日，介入の証拠となる書類をラオスに持ち込むのを控えるように第 3・4軍区に指
示した [DNCL and DCVN 2011: 453]。
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9 月 4 日にラオス王国政府が民主共和国の介入に関する調査を国連に要請すると，その翌日に
撤退を指示し [DNCL and DCVN 2011: 454]，同時にソ連に対して安全保障理事会で拒否権を
発動して調査要請を取り下げることを願い出た [Gaiduk 2003: 135]。今日の公式の見解では，
この作戦により「全国の国土の 3分の 1，人口の 3分の 1が解放された」としてその成果が強




テート・ラオにとって大きな挫折であった。作戦中断から約 2週間後の 9 月 20 日，人民党は
2 号決議を採択している。そこではまず，「速やかな方針の転換がなく，武装闘争に着手して
いなければ，革命勢力が自らを守り，発展させることは確実に不可能だった」として，1号決













ムクート郡，ボーリカン郡 (以上，90連郡)，マハーサイ郡の一部 (カムムアン県) [KPL 2009: 168]。
52) ただし，1959 年雨季作戦によって，最低限の目的は達成されたと考える余地も残されている。その
目的とは，ラオスとベトナムを結びつける戦略的地域であった 90連郡の掌握である。作戦の計画
段階において 90 連郡の優先順位は最下位であったとされるが [CPV and LPRP 2012: 371-372;
KPPL 2011: 177]，実際には 90連郡とベトナムとの国境の町・ナーペーから作戦が開始されたとい
われ [KPPL 2011: 177]，実際にその掌握は達成されている。労働党は，人民党の 1 号決議と同時
期，15 号決議を採択して南部工作の強化を決定している。そして，ラオスで第 2大隊の逃走が決行
























月 25 日にクーデターを起こしてプイ政権を退陣させると，53) 軍事政権の成立には諸外国も反








クーデターを起こしたといわれている [Dommen 1971: 125]。
54) イギリス，フランス，オーストラリアなどがプーミーの首相就任に反対した [Fall 1969: 176]。
55) 獲得票数は，国益擁護委員会が 6,508，愛国戦線は 13だった [Dommen 1971: 133]。
































資料から指摘し，軍事介入の事実は確かに無かったと結論付けている [Gaiduk 2003: 135]。
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して，パテート・ラオの第 1 大隊と民主共和国の第 3 大隊は，9 月 26 日にフアパン県の県庁所
在地であるサムヌア郡の中心部へ本格的に進攻し，30 日，その県庁機能を掌握した [DNCL





て強調した [PPPL 2010a: 105]。人民党の中央会議決議の中で「解放」や「解放区」という語
彙が使用されたのはこの 5号決議が最初であり，これ以後の決議にはこれらの用語は頻出する









[Dommen 1971: Chapter 8] を参照されたい。
59) マーは，1940 年代にはフアパン県のゲリラ運動において指導的役割を担い [Kaeobunphan 2013:
11]，人民党創設直後にフアパン県党委員会が設置された際には副書記に任命された [KSPPKH
1999: 89]。その後，1957 年 11 月に第 1 次連合政府が樹立された際には副県知事としてフアパン県
に残ったが [Kaeobunphan 2013: 99]，その後逮捕・拘束され，1960 年 5 月にスパーヌウォンらと
共に脱獄に成功していた [KPL 2009: 188]。
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なった｡60) 郡レベルでは，1950 年代には党委員会が設置されるに至らなかったが，1960 年の
間に県内 6 つの郡のうち 3 つの郡で，1962 年までにはすべての郡で党委員会が設置された
[ibid.: 92-96]。そして，1961 年までに 6 つの郡のすべてで郡長が交代され，4 つの郡では


























60) 1960 年 11 月にスワンナプーマーがサムヌアを訪問した際，マーは「サムヌア県知事代理」として
会談に参加した [Nhan Dan 23. 11. 1960]。
61) 作戦実行前，最後に採択された人民党中央会議決議は 4号決議であるが，それにはサムヌア解放作
戦に関する記述は見られない。
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府との交渉を開始することを重視した。サムヌア解放の翌週の 10 月 4 日，スワンナプーマー
はキニム・ポンセーナーをトップに，パテート・ラオとの交渉にあたる政府代表団を任命した
[Nguyen 2008: 389]。パテート・ラオは，第 1 次連合政府に閣僚として参加したプーミー・
ウォンウィチットを団長に，国会議員であったヌーハック・プームサワンらをラオス愛国戦線
代表団としてビエンチャンに送り込むと，11 日に第 1回，18 日には第 2回の会合を行った。
パテート・ラオの王国政府との政治交渉の主眼の 1つは，フアパン県の支配に対して王国政





































間後の 11 月 6 日から 3 日間，スワンナプーマー政権の対愛国戦線交渉団の代表であったキニ
ム・ポンセナと，スワンナプーマー政権樹立のきっかけを作ったコーン・レーがフアパン県を
訪問した [Nguyen 2008: 393]。その 1 週間後の 11 月 17 日，愛国戦線代表団は再びビエン
チャンで政府代表団と会合し，サムヌア解放に繋がった軍事作戦はプーミー派の攻撃に対する





パテート・ラオの主要な幹部が出席した [Nhan Dan 23. 11. 1960]｡63)
とはいえ，王国政府との協力関係の構築は始まったばかりであった。スワンナプーマーのフ







ト・ラオの言い分だった [Nhan Dan 19. 11. 1960]。
63) この時点でも，ラオス人民党は存在を公にしていなかった。そのため，スワンナプーマーのサムヌ
ア訪問を報じた，民主共和国政府発行の新聞『人民』の記事においても，カイソーン党書記長の肩
書は伏せられている [Nhan Dan 23. 11. 1960]。










合政府崩壊後に窮地に追い込まれた経験があったと考えられるだろう。1962 年 6 月，パテー
ト・ラオとスワンナプーマー派，それにプーミー派も加えた 3 派の連合政府が樹立されるが，




本稿の分析によって，1960 年 9 月にラオス北東部のフアパン県，通称サムヌアが武装制圧
されて以降，パテート・ラオがラオス王国の国土の一部に確保した自らの支配地域を解放区と













































党の公刊物でも参考資料として取り上げられるようになっている [CPV and LPRP 2012: 949]。そ
の理由は，ザスロフらの研究が結果的に，解放区における人民革命党の活動とそれに対するベトナ
ム民主共和国の支援の力強さを裏付けるものとなっているためであろう。




















本稿は，日本学術振興会特別研究員奨励費 (課題番号 14J09240) の成果の一部である。
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